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第２期産業振興計画の取り組みに対する評価と 

今後の取り組みの方向性について（専門部会報告） 

＜産業成長戦略／農業分野＞ 

 

１．第２期産業振興計画の取り組み状況に対する評価について                                           

事務局から今年度 12月末の進捗状況を説明し、ほぼ計画どおり進んでいると評価。 
 
【主な意見、評価】 
①産業振興計画が県の主導で進んでいるが、生産や販売については、農協の役割も非
常に大きいのではないか。営農指導員との連携はどのようにしているのか。 

→「学び教えあう場」の取組では、生産者が講師となり、農協の部会を対象に現地検
討会や講習会の開催、現地実証圃の設置など、営農指導員と連携し共催で行って
いる。また、県域の勉強会、交流会を通じて技術の交流や情報共有に努め、品目
や面積の拡大に取り組んでいる。 

 
②土佐あかうしのブランドが見直されているとよく聞くが、ブランド力が高まってき
ても売る肉がないという状況のため、H25 年度からは生産基盤の拡充を行うとあっ
た。このブランド力を高める話と生産量を増やす話は車の両輪である。アドバイザ
ーにも非常に頑張ってもらっているが、より一層ブランド力を高める取組を頑張っ
て欲しい。 

 

 

２．今後の取り組みの方向性について                                
  
【課題と取組の方向性】 
①より生産性の高い「こうち新施設園芸システムの構築」に向けては、オランダの研
究や交流に取り組み、収量増など具体的な成果も見えてきているが、次のステップ
が必要になっているのではないか。 

→試験場での成果を現場に迅速に導入するために、生産現場でも増収効果の実証を行
い、データの収集や分析を行う方向で取り組みたい。 

②県産花きの振興に向けては、消費者の日常生活から花が離れていっていると思われ
るため、花の消費拡大に向けた取組が必要。 

→花に接する機会や花をめでるといったことも含めて、花の消費拡大につなげていき
たい。また、花の展示商談会やアドバイザー、新たな品種育成にも取り組んでいく。 

③土佐あかうしの生産基盤の拡充が必要。また、ブランド力を高めるには、品質が確
実に担保されていることが必要。はちきん地鶏など畜産は飼料が味に大きく関わる
ことから、飼料や飼い方の統一化が必要ではないか。 

→土佐あかうしは生産基盤の拡大に向けて取り組む。土佐はちきん地鶏の飼料につい
ては、畜産試験場の取組の中で、さらにブランドの強化につながる方向で取り組み
たい。 

④H25 年度に取り組む伝統作物活用実証事業は、食文化を大きく考えた場合にはとて
も意義がある。実施品目として蕎麦や粟の説明があったが、県はどのような品目を
考えているのか。 

→在来の作物に関する専門家と連携し、地域の伝統野菜も調査し、地域で希望品目等
があれば対象としていく方向で取り組みたい。 

⑤薬草の取組について、販売面では、過去に薬草の取引で状況が変わったことで産地
が自然消滅した経緯があるので、十分検討して進めて欲しい。 

→販売先と打合せを十分に行いながら進める方向で取り組みたい。 
 

※事務局から 25年度に向けての計画改定のポイントについて説明し了承された。 
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第２期産業振興計画の取り組みに対する評価と 

今後の取り組みの方向性について（専門部会報告） 

＜産業成長戦略／林業分野＞ 

 

１．第２期産業振興計画の取り組み状況に対する評価について                                           

 【取り組み状況の評価】 

・ 事務局から直近の取り組み状況について説明を受け、ほぼ計画どおり進んでい

ることを確認した。また、原木生産量などの目標値の上方修正等、平成２５年

度に向けての改定のポイントについても原案どおり了承した。 

 

 【主な意見】 

・ 原木の生産量は確実に増加しており、今回見直す増産の目標値は、実現可能な

ものと思われる。 

・ 持続的な経営のためには、皆伐の労働生産性については、県が想定する１日一

人当たり６立方メートル以上が必要ではないか。 

・ 増産に伴い膨大な量の原木を屋外で一時的に備蓄するが、梅雨時期に材質の劣

化や虫害が懸念されるため、県として対策の検討が必要。 

・ 増産に伴う皆伐跡地への再造林に必要な苗木が確保できるのか懸念がある。 

・ 担い手数は増加しているが、技術力の向上が必要。若手が参入しても技術力を

伸ばせる事業体が少なく、事業体自体の教育が必要。 

・ 林業者等が補助事業により開設する作業道は、コンクリート構造物が認められ

ていないため、崩壊等に対する管理リスクが高い。簡易なコンクリート構造物

を使用した公共管理の林道、作業道の整備を考えていただきたい。 

・ 原木の増産には路網整備が必要であり、２級林道相当（規格の高い）の幹線の

整備などに戦略的に取り組んでいただきたい。 

・ 木材（製材品）の品質が確保されて、はじめて地産外商を進めることができる。

高知県の原木の質は良いが、加工品の品質確保は課題であり、ＪＡＳ認定等の

取り組みを一層進めていただきたい。 

 

 

２．今後の取り組みの方向性について                                

・ 原木増産のためには、路網の整備や人材の育成について、さらに取り組みを進

めることが必要。また、原木の増産に伴う大量の備蓄材の管理や伐採跡地に再

造林するための苗木の確保などについて適切な対応が必要。 

・ 木材製品の品質を確保するための機械施設の整備やＪＡＳ認定の取り組みをさ

らに進めることが必要。 

・ 新たに大型製材工場の整備や木質バイオマス発電所の整備を進め、使用する原

木の増産により中山間地域の活性化を図る方向性はよい。特に原木の増産は県

の大きな判断であり、達成できるよう業界も最大限の努力をする方向で取り組

みたい。 
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第２期産業振興計画の取り組みに対する評価と 

今後の取り組みの方向性について（専門部会報告） 

＜産業成長戦略／水産業分野＞ 

 

１．第２期産業振興計画の取り組み状況に対する評価について                                           

 事務局から今年度の進捗状況を説明し、ほぼ計画どおり進んでいると評価。 

 

＜主な意見＞ 

１）漁業生産量の確保 

○黒潮牧場があることで若い漁業者も参入しており、現在の 15 基体制が維持され

るよう希望する。今後は投資効果を考えた設置場所の変更等も必要。 

○新規漁業就業者確保のための研修にもっと人を集める必要がある。 

  

２）水産物の販売力の強化と魚価の向上 

○養殖魚に比べ、天然魚は漁業者による品質のばらつきが解消されていない状況が

ある。 

○輸入食材と戦うためには、品質を上げて独自性を出していく必要がある。 

○産地市場では魚のサイズを大、中、小などと区分するが、同じ区分でも日によっ

てサイズが異なることから、一定の基準で魚を選別することも必要。 

  

３）養殖業の振興 

 ○本県の養殖マグロは評価が高いので、県内での加工をもっと増やすことはできな

いか。 

 

４）水産加工業の新たな事業化の推進 

 ○シーフードショー等への出展について、県が希望業者を取りまとめ、まとまって

出展すれば販路の拡大につながるのではないか。 

 

 

２．今後の取り組みの方向性について                                

・水産業分野では、「漁業の生産高を伸ばし、漁業収入を向上」「漁業費用を削減」「水

産加工を振興」「地域資源を活用し、交流を拡大」の 4 つの柱に基づき、計画的に

取り組みを推進していく。 

 

・10年後の目標である「若者が住んで稼げる元気な漁村」となるためには、漁業生産

量の確保に必要な漁業就業者のさらなる確保や漁業の生産性の向上に取り組んで

いく。また加工品も含めた水産物の地産地消・地産外商をより強化していく。 

 

・特に平成 25年度は、黒潮牧場の適正配置の検討や漁業就業希望者に対する支援の拡

大、網漁業の振興、県産水産物の統一ブランドの確立や養殖魚の地産外商の推進な

どの取組を強化するよう取り組みを進める。 
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第２期産業振興計画の取り組みに対する評価と 

今後の取り組みの方向性について（専門部会報告） 

＜産業成長戦略／商工業分野＞ 

 

１．第２期産業振興計画の取り組み状況に対する評価について                                           

 事務局から本年度の進捗状況を説明し、ほぼ計画どおり進んでいると評価 

・成長分野育成支援事業など、意欲ある企業の本格的な取り組みが進んできたと実感 

・今後は、県内の製品の優位性を明らかにし、販売拡大につなげる取り組みや、中核

となっている企業の取り組みの底上げ等の視点が重要 

・分かりやすい数字データでの説明や、Ｂ／Ｃを意識した取り組みが必要 

 

２．今後の取り組みの方向性について                                 

１）企業立地の推進 

○ 県内企業が高知から出ていかないための普段からのサポートが非常に大切 

 ⇒ 県外企業の立地、誘致を進めるとともに、企業訪問等の日常的な活動を通じ

て情報収集に努め、企業のニーズにあった支援を行っていきたい。 

○ 製紙業の資材や製品の保管、輸送面での効率化等を図る支援も検討してほしい。  

 ⇒ そうした声も聞いており、企業の意見も伺いながら検討していきたい。 

２）設備投資支援の抜本強化 

 ○ 県内企業は規模に関わらず厳しい状況にあるため、補助対象を中小企業に限定せ

ず、幅広く支援することが必要 

⇒ 平成 25年度は、中小企業以外にも対象を拡充する方向で取り組みたい。 

３）成長分野育成支援事業 

○ 既存企業の取り組みを底上げをし、さらに売上を伸ばすような支援が必要 

⇒ 平成 25年度は、全国に通用する企業を育て、有望なプランを後押しするため

に、支援制度を拡充する方向で取り組みたい。 

４）防災関連産業の振興、南海地震対策の推進 

○ 身近な防災対策の製品が、万一の震災時にも役立つという、少し下げた視点を取

り入れてはどうか。 

⇒ 震災対策を前面に出す製品も、日常から使えるという製品もあるので、ＰＲ

の仕方等について、使い分けもしながら、取り組んでいきたい。 

５）中山間地域等シェアオフィス推進事業 

 ○ 中山間地域、都市部に関わらず、このような企業誘致に資する取組は必要 

  ⇒  中山間地域に限定せずに、実施していくことを考えたい。 

６）販売の拡大 

 ○ 県内製品の優位性等を分析し、明らかにしながら、取り組みを進めてほしい。 

  ⇒  見本市出展等を通じて見えてきた課題に対応して優位性を高めるといった

ことも含め、支援を行っていきたい。 

７）その他 

 ○ 県全体の生産額の大きな割合を占める第三次産業の視点が重要 

  ⇒  成長分野の研究会やソフトウェアのセミナー等、幅広い企業に参加いただい
ているが、今後の支援のあり方については、なお検討していきたい。 
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第２期産業振興計画の取り組みに対する評価と 

今後の取り組みの方向性について（専門部会報告） 

＜産業成長戦略／観光分野＞ 

 

１．第２期産業振興計画の取り組み状況に対する評価について                                           

 事務局から進捗状況を説明し、ほぼ計画どおり進んでいると評価。 

 

●専門部会における主な意見 

（１）地域観光の推進 

 ○地域でできた各商品を集約し、連携させ、一本化して観光客などに情報発信して

いくことが重要。 

（２）効果的な広報・セールス活動の推進 

 ○首都圏でのＰＲについてはお金かけてやっている地域が全国に多々あるので、同

じようにならないようにしなければならない。そのため、オリジナリティを出し

ていくことが必要。 

 ○プロモーション活動をしっかりすることは必要であるが、なんでもかんでもプロ

モーションするのではなく、目玉の見せ方とあきさせない工夫をすることが重要。 

 ○平成 26 年度以降のキャンペーンテーマをどうするのか今後検討するとのことで

あるが、このまま「リョーマの休日」キャンペーンは続けた方がよいのではない

か。 

（３）おもてなしの向上 

 ○外国人旅行者に対する受入環境の整備に関してはまだ弱い部分があると思われる。 

（４）スポーツツーリズムの推進 

 ○温暖な気候と施設の良さなど利点を活かした取り組みを進めることが重要。 

 ○全国のどこでも開けるような大会ではなく、高知の個性を活かし、今年度開催さ

れたサーフィン大会のように、高知のイメージ作りになるような大会誘致を進め

てはどうか。 

（５）国際観光の推進 

 ○３月に就航予定の台湾から高松への定期便は到着時間が遅い。遅く到着すると、

香川県に１泊して翌日すぐに四国外へ移動することも考えられるため、四国ツー

リズム創造機構を中心に四国内で周遊させる方策を考える必要がある。 

  

 

２．今後の取り組みの方向性について                                

 平成 25年度は以下のような方向性で引き続き官民一体となって取り組む。 

 ○地域が主体となった観光の取組を進めるための観光人材の育成と地域コーディネ

ート組織の機能強化 

 ○旅行者の動向や誘客のターゲットを見据えた効果的なプロモーションの実施 

 ○観光キャンペーン「リョーマの休日」終了後の平成 26年度からの観光戦略の構築 

 ○県内全域への波及効果が期待できるスポーツツーリズムと、今後一層の入込客増

加が見込める国際観光のさらなる推進 


